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主任研究員　田口さつき

新漁業法と都道府県の水産行政
─ 資源管理 ─

れていたこと等もあり、漁業生産量の減少は
続いています。このため、資源を現在の環境
下において持続的に採捕可能な最大の漁獲量
を達成できる水準に維持又は回復させること
を目標として、TACを基本とする新たな資源
管理システムを構築することで漁獲量等の増
大を目指します。」（水産庁（2018））としている。

3　都道府県の職員配置について
このように産出量規制を中心とする資源管

理システムの構築に対して、都道府県の態勢
はどのような状況にあるだろうか。①現行の
TAC対象魚種

（注1）

が全漁獲量に占める割合、②水
産行政職員

（注2）

１人当たりの漁船漁業を主として
いる経営体数をみたものが第１表である。
まず、①であるが現在のTAC対象魚種の占

める割合の高い県は、千葉から北の太平洋側、
日本海側の富山県、石川県、鳥取県、島根県、
そして、三重県、長崎県と特定の県に集中し
ていることがわかる。これらは、まき網など
の特定の漁業が存在している県である。一方、
瀬戸内海に面した県域のようにほとんどTAC
対象魚種が漁獲されておらず、これまでに漁
獲可能量による管理になじみのなかった地域
も多数ある。
②の水産行政職員１人当たりの漁船漁業を

主としている経営体数は平均して22.8経営体
だが、一律ではない。北海道、東北では経営
体に対して職員数が多めに配分されている一
方、瀬戸内海に面した県域では職員数が少な
い傾向にある。
また、①と②には、なんらかの関係が見ら

れず、TAC対象魚種の割合に合わせた人員配

1　漁業法の変更内容
新漁業法の施行に伴い、都道府県の水産職

員の業務が拡大することは必至である。水産
庁は、漁業法見直しの目的は「適切な資源管
理と水産業の成長産業化を両立させる」ため
と説明し、その具体的な内容の１つとして「新
たな資源管理システムの構築」を挙げた。
現行漁業法の下では、知事許可漁業と漁業

権漁業は知事管理漁業として都道府県が許可
や免許を行ってきた。しかし、今後は知事管
理漁業の業務に国の関与・指示が増すだけで
なく、新たな資源管理システムに基づく業務
が加わる。

2　資源管理は産出量規制が中心に
ところで、資源管理の手法は、①漁船の隻数

や規模、漁獲日数等を制限することによって
漁獲圧力を入り口で制限する投入量規制（イン
プットコントロール）、②漁船設備や漁具の仕
様を規制すること等により若齢魚の保護等特
定の管理効果を発揮する技術的規制（テクニカ
ルコントロール）、③漁獲可能量（TAC：Total 
Allowable Catch）の設定等により漁獲量を制限
し、漁獲圧力を出口で制限する産出量規制（ア
ウトプットコントロール）の３つに分けられる。
新漁業法では、第８条（新設）で③の漁獲可能
量による管理を基本とすると宣言した。さら
に水産庁は、漁獲可能量管理の対象魚種が少
なかったことが漁獲量減少の原因であるとし
て、「我が国の資源管理は、許可制度に基づく
船舶のトン数規制などを中心とし、アジ、サバ
などは漁獲可能量（TAC）制度の下で漁獲量管
理を行ってきましたが、TAC対象魚種が限ら
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置にはなっていない（第１図）。今後、TAC対
象魚種についての管理業務の増加に見合った
人材が確保されるのかが、１つの焦点になる。

4　都道府県の水産行政職員の見解
一方、TAC対象魚種の拡大という政策目標

に対し、鳥取県では「本県のところが直ちに
この適用対象というふうになるかどうかとい
うと、そういうようには、今のところ情勢は
なっていない」と説明している。その一方、
現在ホッケの資源管理が検討されているが、
これに関し、北海道では「道総研は29年から
回復の兆しが見られるとし、浜でも回復を実
感している。沿岸、沖合の協調した自主的な
資源管理を評価し、その継続が重要であり、
これまでの自主的な管理の充実に努めるべき」
（上田（2019））と、漁獲可能量による管理では
なく、自主的な管理の充実が主張された。
このように新たな資源管理システムの構築

に関して早くも国と都道府県の見解のすれ違
いが明らかになっている。

（注 1）クロマグロ、サンマ、スケトウダラ、マアジ、
マイワシ、マサバおよびゴマサバ、スルメイカ、
ズワイガニの 8魚種である。

（注 2）水産行政職員とは、漁業調整取締、漁場整備、
水産技術の改良普及、その他水産業に関する仕事
を行う職員。

　＜参考文献＞
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・水産庁（2018）「水産政策の改革～浜で頑張る漁業者の皆様
を応援します～」http://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/
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（たぐち　さつき）

全漁獲量にTAC魚
種が占める割合（注1）

都道府県の水産行
政職員1人当たりの
漁船漁業を主にして
いる経営体数（注2）

北海道
青森
岩手
宮城
秋田
山形
福島（注3）
茨城
千葉
東京
神奈川
新潟
富山
石川
福井
静岡
愛知
三重
京都
大阪
兵庫
和歌山
鳥取
島根
岡山
広島
山口
徳島
香川
愛媛
高知
福岡
佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄

25.9　
55.8　 
46.4※
43.0　
9.7　
25.6　
-　

94.4※
77.0※
0.2※
16.4※
9.6※
68.1　 
64.9　
17.7　
35.3　
41.4　
63.0　
44.5　
13.1　
6.5※
40.4※
60.0　
69.6　
0.0　
0.0　
23.4　
4.0　
2.1　
48.7　
15.4　
31.2　
8.3※
60.0　
5.1※
40.9　
39.1※
28.4　
1.3　

9.6 
24.2 
4.8 
5.7 
31.8 
7.5 
-

5.4 
11.3 
7.8 
15.9 
24.0 
11.2 
36.8 
22.6 
33.0 
15.9 
23.1 
7.2 
15.7 
51.2 
33.1 
14.3 
21.5 
34.1 
37.4 
30.7 
22.3 
39.1 
37.4 
18.2 
24.3 
21.5 
32.5 
27.3 
20.9 
18.2 
30.6 
36.3 

平均 32.5　 22.8
資料  総務省「地方公共団体定員管理調査」、農林水産省「漁業セン
サス」（2013）、「海面漁業生産統計調査」（2018）

（注） 1 　TAC魚種は、海面漁業生産統計調査におけるクロマグロ、マイ
ワシ、マアジ、サバ類、サンマ、スケトウダラ、ズワイガニ、スルメイカ
の漁獲量の合計。TAC魚種を全漁獲量で割った。

 2 　漁船漁業を主としている経営体は、漁業センサスにおける底び
き網、船びき網、まき網、刺網、さんま棒受網、大型定置網、さけ定
置網、小型定置網、その他の網漁業、はえ縄、釣に属する経営体
の合計。

 3 　福島県は除いた。
 4 　※はTAC魚種の一部が個人または法人その他の団体に関す

る秘密を保護するため、統計数値を公表されていないので、正確
な数値ではない。

第1表　 都道府県の水産行政に関連する指標
（単位　％、経営体）
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資料、（注）とも第1表に同じ

第1図　都道府県の水産行政職員の配置（資源管理）
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